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＜本報告書について＞ 

本報告書は、調査に対して助成をしていただいた一般財団法人河川情報センターに提

出した報告書をベースに、加筆・修正したものです。本報告書の内容の報告会の様子は、

期間限定（７月上旬頃まで）で河川情報センターのウェブページで見ることが出来ます。なお、

同封したパワーポイントの発表用資料も、こちらからダウンロード可能です。（公開期間終了後、

必要な場合は、下記の連絡先にお問い合わせください） 

http://www.river.or.jp/koeki/jyosei/part2.html 

 

ヒアリング調査やアンケート調査結果につきましては、一部の結果のみを掲載してお

ります。全ての設問についての分析は、現在、進めているところであり、結果がまとまり

ましたら、調査にご協力いただいた自治体様に改めて報告書をご送付する予定です。 

 

なお、調査結果につきまして、記載の誤りや疑義、不適切な表現等がございましたら、

それらの責任は、全て分析・取りまとめを行った下記の調査担当者にありますので、下記

までご連絡、お問い合わせください。また、本報告書に対するご意見や、今後、大学で調

査・研究をして欲しいテーマ等がありましたら、メールでお知らせいただけますと、今後

の参考として活用させていただきます。 

 

お忙しい中、本調査にご協力いただきました各都道府県、市町村の関係者の皆様に、改

めて深く感謝申し上げます。 

 

【調査担当者・お問い合わせ先】 

〒651-0073  神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2 DRI東館4F 

兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 

准教授  紅谷 昇平（べにや しょうへい） 

TEL 078-891-7324（直通）／ 078-271-3290（代表） 

個人携帯090-8447-6014 

E-mail:  beni@drg.u-hyogo.ac.jp 
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１． はじめに 

 

(1) 背景 

大規模災害時、被災市町村、特に規模の小さな市町村や災害対応経験のない市町村は、資源

不足やノウハウ不足から災害対応に課題を抱える事例が多い。東日本大震災後、自治体間の相

互応援の重要性が認識されるようになり、2018年には被災市区町村応援職員確保システムに基

づく応急対策職員派遣制度（以下、「総務省スキーム」とする）が創設された。また、自治体に

おいて受援計画の策定も進められており、近年、被災市町村への支援体制は整ってきているよ

うに見える。 

しかしながら、被災市町村の支援で重要となる被災都道府県の役割や取組については、国の

受援計画作成の手引き1)においても具体的には定められていない。被災市町村を支援する最大の

責任は都道府県にあるが、都道府県の災害対応力は、被災経験や知事の防災への関心度合いに

よってレベル差が大きいのが現状である。都道府県による被災市町村への優れた支援事例から

教訓を学び、その成果を元に、より多くの都道府県が、災害時に被災市町村を効果的に支援す

る仕組みが求められている。 

 

(2) 目的 

本研究では、基礎自治体の災害対応をサポートする最大の責任は被災都道府県にあるという

認識の下、2018年7月豪雨（西日本豪雨）の愛媛県、2019年台風19号（東日本台風）の長野県、

福島県、及び2020年7月豪雨の熊本県の事例を中心として、被災直後の市町村に対する被災県の

人的支援の実態を検証報告書2),3)や災害対策本部資料4)の分析や、都道府県・市町村へのイン

タビュー調査等により明らかにし、水害時に都道府県に求められる被災市町村への人的支援の

あり方について考察する。 

調査では、被災市町村を支援する都道府県に焦点を当て、災害対応力や被災自治体の応援能

力を高めることを目的としている。都道府県の具体的な応援能力として、「情報収集や被災自治

体へのアドバイス等を行うリエゾン職員」、「マンパワーとして被災市町村の災害対応業務を支

援する県職員派遣」、「県がコーディネートする県内市町村の相互応援体制」が重要という仮説

を持ち、その検証を行う。その後、一つの都道府県内で複数の市町村が被災するような広域大

規模水害時において、都道府県がスムーズかつ迅速に被災市町村を支援するために求められる

対策について整理し、提案する。 
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(3) 研究方法 

近年の水害事例として、2018年7月豪雨（西日本豪雨）の愛媛県、2019年台風19号（東日本台

風）の長野県、福島県、及び2020年7月豪雨の熊本県の被災自治体に対して、検証報告書等の文

献調査、ヒアリング調査（訪問・オンライン）を行い、被災県が県内被災市町村をどのように

支援したのか、その際、何が課題だったのか、被災市町村は県等の人的支援をどのように受け

入れたのかを明らかにする。 

次に4県の事例調査結果から得られた都道府県による被災市町村支援でのポイント（「情報収

集や被災自治体へのアドバイス等を行うリエゾン職員」、「マンパワーとして被災市町村の災害

対応業務を支援する県職員派遣」、「県がコーディネートする県内市町村の相互応援体制」等）

に関して、全国の都道府県がどのような準備体制を有しているのか、47都道府県へのアンケー

ト調査により実態把握を行う。 

また、水害で被災した市町村が、都道府県からどのような支援を受けたのか、その支援をど

う評価しているのか把握するため、近年の水害で被災した市町村に対するアンケート調査を行

う。 

それらの調査結果をもとに、都道府県による被災市町村支援の考え方を整理し、モデルとし

て提案する。モデルでは、都道府県の果たす役割として「幹部職員を含む多様な県職員派遣制

度」、「県内市町村間の相互応援制度への関与」、「県による応援総合調整窓口の設置」、「被災市

町村長をサポートする仕組み」について、望ましい仕組みを提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本研究の構成 

  

４．被災市町村へのアンケート調査

（2018年西日本豪雨、2019年台風

15号、19号、2020年 7月豪雨） 

・被災市町村の視点からみた、都道

府県による支援の実態と評価 

２．被災県へのインタビュー調査（愛媛県、熊本県、福島県、長野県） 

・都道府県による被災市町村支援の内容、体制、課題の仮説構築 

３．47都道府県へのアンケート調査 

・都道府県による被災市町村支援の

内容、体制、課題の実態把握と仮説

検証 

１．近年の水害被災都道府県・市町村についての文献・資料・訪問調査 

・都道府県による被災市町村支援の概要を把握する。（予備的検討） 

５．都道府県による標準的な被災市町村支援モデルの検討 

・情報収集や被災自治体へのアドバイス等を行うリエゾン職員のマニュアルと訓練手

法等を検討、提案する。 
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２． 水害被災都道府県への事例調査 

 

 近年の水害における現地調査、及び被災都道府県の検証報告書等の分析等の予備調査から、愛媛

県（平成 30 年 7 月豪雨）、熊本県（令和 2 年 7 月豪雨）、長野県（令和元年台風 19 号）、福島県（令

和元年台風 19 号）の 4 県に対して、ヒアリング調査（オンラインまたは訪問）及び文献資料調査を実施

し、都道府県による被災市町村の支援実態や効果、課題等について分析を行った。なお、平成 30 年

7 月豪雨での愛媛県、及び令和 2 年 7 月豪雨災害での熊本県については、災害対応中に災害対策

本部を訪問し、現地調査や資料収集を行っている。 

 

(1) 愛媛県（平成 30年 7月豪雨） 

① 県職員の派遣と被災市町村首長へのサポート 

災害発生時、愛媛県では県庁や地方局からリエゾンとして職員を被災市町村の災害対策本部に派

遣し、情報収集を行った。ただし、被災直後は、リエゾン職員が若手で災害対応の知識が不足してい

たり、マニュアルが未整備だったことから、リエゾンの存在や役割が被災市町に十分に認識されず、本

庁・地方局・市町との情報共有が有効に進まないケースがみられた。 

そこで被災１週間後の 7 月 14 日から、現地で様々な判断や助言が可能な課長級の管理職を被災

自治体に派遣するようにした。それ以降、派遣された幹部職員が、被災市町でスムーズに調整や意思

決定を進められるようになると共に、被災市町の首長へのサポートも可能となった。また、県幹部と被災

市町の首長によるテレビ会議も開催され、情報の共有や調整が進められていった。 

 

表 1  平成 30年７月豪雨における愛媛県内被災市町村への応援職員派遣実績 

  
応援派遣元 

総計 
総務省スキーム等 愛媛県 県内市町村 

宇和島市 2521 398 862 3781 

大洲市 451 332 1091 1874 

西予市 1360 493 402 2255 

その他 92 0 0 92 

合計 4424 1223 2355 8002 

（出所：愛媛県検証報告書2）より作成） 

 

② 県内市町間の相互応援と県による調整 

愛媛県では、2016 年 2 月に「災害時における愛媛県市町相互応援に関する協定書」を締結し、県

内を３つのブロックに分け、被災の軽微な県内市町が被災市町をカウンターパート方式で支援する相

互支援体制を構築していた。平成 30 年 7 月豪雨において、この仕組みが有効に機能し、大規模な被

災の翌日から応援職員が派遣された。被害の大きかった宇和島市、西予市ともに、総務省スキームに

よる応援職員の到着より前に、県内市町のカウンターパート方式による支援を受け、総務省スキームの

応援職員が到着するまでの間、大きな役割を担っていた。 
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愛媛県内市町の相互応援協定の特徴として、市町だけでなく、県が参画し、調整する形式となって

いる点がある。これは、県と市町との連携促進という大きな枠組みの防災分野での取り組みとして、この

協定が締結されたためである。 

県内市町村からの派遣職員は 2355 名であり、県が把握している応援職員の約 30％を占めていた。

県からの派遣職員が約 15%であり、県内地域からの派遣職員が計 45%を占め、総務省スキーム等とほ

ぼ同等の人数となっており、県内からの応援の重要性が裏付けられる。（表 1） 

 

③ 宇和島市支援調整班の設置 

土砂災害により甚大な被害が発生した宇和島市からの 13項目の要望に対応するため、愛媛県では

災害対策本部内に「宇和島市支援調整班」を設置し、宇和島市との情報連絡のワンストップ窓口とし

た。これにより宇和島市の被災状況を包括的に把握することが可能となり、県各部局からの支援が円滑

に進む要因の 1つとなった。 

 

(2) 長野県（2019年台風 19号） 

① 県職員の派遣と被災市町村首長へのサポート 

2016 年に県が防災情報システムの運用を開始した際、市町村の入力の負担を軽減するため、県地

方機関からリエゾンを派遣し、情報の入力をする仕組みを構築していた。リエゾンの派遣方法について

は地方機関（振興局）ごとにルールが異なっていたが、今は規程を設けている。 

2019 年台風 19 号では、庁舎が浸水した市にはリエゾンがたどりつけなかったが、その他の被災市

町村には、早期にリエゾンが派遣されていた。ただし、本庁への情報連絡や被災市町村の首長のサポ

ートを円滑に進めるため、台風 19 号後、リエゾンの役割や情報のフローを整理し、課長級を総括連絡

員として派遣することを定めた。長野県では、過去の災害でも、課長級職員を派遣した事例が多くみら

れた。 

 

② 県内市町間の相互応援と県による調整 

長野県では、県内市町村の相互応援の協定「長野県市町村災害時相互応援協定書」4)が締結され

ており、県内を 10 のブロックに分け、ブロック内及びブロック間の相互支援が決められている。台風 19

号では、千曲川沿いの複数のブロックが被災することになり、各ブロックの代表市町も被災したため、市

町村ではとりまとめや調整ができず、最終的に県庁にて調整を行った。 

 

③ 被災市町村長へのサポート 

台風 19 号では、被害が発生する前に知事と市長が参加するテレビ会議を深夜に開催し、知事が市

長に避難情報の発表等について意見交換する場を設けた例があった。災害対応に詳しくない首長に

対しては、県のサポートが有効であった。 

 

④ 長野市への特別なサポート体制 

 長野市は被害が大きく、災害対応の困難も大きかったで、副知事や災害対応経験のある課長級等

が窓口となって、県として支援や調整を行う体制を設置した。これらはその後、県として制度化はしてい

ないものの、今後も状況ごとに適切な対応をとる予定ということであった。 
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(3) 福島県（2019年台風 19号） 

① 県職員の派遣 

 大規模な災害発生時には、県の地方機関から被災市町村に２名のリエゾンが派遣される制度があ

った。2019 年台風 19 号では、リエゾンが不慣れなことから本庁に情報が十分に伝わらなかったため、

１週間内に本庁から管理職（課長級）の派遣を行った。本庁からの派遣職員は、首長のサポートが業務

の一つとなっており、リエゾン派遣要綱もそのように改正された。 

 マンパワーとしての県職員の被災市町村への派遣は、制度化はされていないが、要望があった場

合には、人事担当課が調整して応援職員として派遣している。台風 19 号では避難所運営要員として

派遣された職員が多かった。 

 

② 被災市町村長へのサポート 

福島県では、東日本大震災の教訓から県の部局長と市町村の首長とのホットライン制度を創設して

いた。2019 年台風 19 号後、ホットライン制度と共に管理職を派遣することとし、首長とのコミュニケーシ

ョンを密接にとるようにした。 

 

③ 受援連携ユニットの設置 

県の体制として、新しく災害対策本部に戦略的な応援調整を行う「受援連携ユニット」という組織を設

置した。台風 19 号の際、様々な国の省庁や関係機関が入ってきて、上手く調整できない部分があっ

た。そのような様々な外部機関からの支援を交通整理するのも、受援連携ユニットの役割であるが、

2021年度からの運用であるため、まだ細部までは定められていないということであった。 

 

(4) 熊本県（令和 2年 7月豪雨） 

① 県職員の派遣 

2020 年（令和 2 年）7 月、3 日夜から 4 日にかけての豪雨（4 日午前 4 時 50 分に大雨特別警報発

表）により熊本県では大きな被害が発生した。熊本県では、表 2 のように災害発生当日の 4 日から、幹

部職員を含めた県職員を被災市町村に派遣した。 

 

表 2 令和 2年 7月豪雨における熊本県による被災市町村への人的支援（7月 4日～6日）6) 

役割 派遣日 派遣先 

（役割不明） 7月 4日 人吉市 1人、錦町 2人、あさぎり町 2人、多良木町 2人、湯前町 1人、水上

村 1人、相良村 2人、五木村 1人、山江村 1人 

被災地行政体制支

援 

7月 5日 八代市 3人、人吉市 8人、球磨村 5人、相良村 3人、芦北町 3人 

6日 前日に加えて、球磨村に専用連絡員等 5人追加派遣 

情報連絡員 LO 7月 5日 八代市、水俣市、芦北町、津奈木町、人吉市、相良村 各 2 名、球磨村 1

人 

6日 前日から球磨村 1人減。（被災地行政体制支援人員が LO業務を兼務） 

避難所運営支援 7月 5日 人吉市 30人、球磨村 12人（うち 4名保健師） 

6日 人吉市 35人（保健師 5人）、球磨村 6人（保健師 4人）、津奈木町 4人 

（熊本県災害対策本部会議資料（7月 4日～7日分）より作成。保健所業務支援、熊本県学校支援チームを除く。） 
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役場への道路アクセスが寸断された球磨村は、災害対策本部の連絡窓口を球磨村総合公園内に

設置することになった。熊本県では、移動無線通信基地局の球磨村への設置などの作業を実施する

ため、7月 6日から県職員の専用連絡員を県庁 1名（審議官）と現地 4名（主幹等）配置し、県庁各課、

関係各省庁などから球磨村への連絡は、県庁連絡員が一元的に対応する体制とした。 

幹部職員の派遣について、熊本県では計画等で定められてはいなかったが、熊本地震の反省もあ

って知事の判断で、部次長級の派遣が決定された。他県の事例で多い課長級の派遣に比べ、さらに

上位の役職者が派遣されたため、首長のサポート役という点では効果的であった。 

また災害 4日目にあたる 7月 7 日時点の被災自治体への職員派遣状況をみると、表３に示すとおり

総務省スキームによる派遣は、総括支援員や先遣隊の派遣が中心であり 22 名にとどまっている。派遣

職員計 131 人のうち、85 名（65％）は県からの、24 人（18％）は県内市町村からの派遣であった。この

データから、特に被災直後の時期において、地理的に近い県内派遣の重要性が裏付けられる。 

 

表 3 令和 2年 7月豪雨における被災地への職員派遣数一覧（7月 7日 12時時点）6) 

派遣市町村 熊本県 県内市町村 総務省スキーム 計 

八代市 行政体制支援 3人、情報連絡員 2人 － 福岡市・行政対応支援 2人 7人 

水俣市 情報連絡員 2人、避難所支援 12人 避難所支援 12人 福岡県・行政対応支援 3人 29人 

芦北町 行政体制支援 3人、情報連絡員 2人 － 佐賀県・行政対応支援 4人 9人 

津奈木町 情報連絡員 2人 避難所支援 4人 山口県・行政対応支援 2人 8人 

人吉市 行政体制支援 8人、情報連絡員 2人、

避難所支援 30人 

災害ごみ処理 8人 熊本市・行政対応支援 3人 51人 

相良村 行政体制支援 3人、情報連絡員 2人 － 大分県・行政対応支援 5人 10人 

球磨村 行政体制支援（情報連絡員兼務）10

人、避難所支援 2人 

－ 長崎県・行政対応支援 3人 15人 

山江村 行政体制支援 2人 － － 2人 

  計 85人 24人 22人 131人 

（熊本県災害対策本部会議資料（7月 7日分）より作成。上記に保健師派遣は含まない。また、熊本県市町村課作成資

料であり、県を通さない被災市町村への支援については把握されていない。） 

 

② 県内市町間の相互応援と県による調整 

 熊本県内市町村でも、市長会・町村会による相互応援協定が締結されていた。しかしながら災害

発生が土曜日であり、市長会・町村会の事務局の休日であったため初動は遅れたものの、最終的に県

職員の応援とほぼ同数の延べ 2613 名の応援職員を派遣している（表 4）。これは熊本県が把握してい

る応援職員の 23％であり、県職員派遣を含めると、県内からの応援が 46％を占めており、愛媛県の事

例と同様に、総務省スキームに加えて県内からの人的支援の重要性が示唆される結果である。 
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表 4  令和 2年 7月豪雨における熊本県内被災市町村への応援職員派遣実績 

  
応援派遣元 

総計 
総務省システム 熊本県 県内市町村 

行政体制支援 458 1254   1712 

情報連絡員 15 163   178 

避難所支援 3091 783 529 4403 

罹災証明関係 1975 181 861 3017 

災害ごみ処理 168 217 909 1294 

その他 620 80 314 1014 

合計 6327 2678 2613 11618 

 

(5) 被災県事例からの教訓 

調査した水害事例から、「特に被災直後には、総務省スキームだけでなく、地理的に近い県や県内

市町村からの人的支援が大きな役割を果たした」、「TV 会議、ホットライン、幹部職員派遣等によって、

被災市町村の首長をサポートした」、「地方機関からのリエゾンだけでなく、本庁から幹部職員を派遣

し、被災市町村との調整・サポートを行った」、「被災の大きい市町村に対して特別なチーム・窓口を設

けて情報の流れを集約した」等の教訓が得られた。 

これらの教訓を、被災経験の少ない都道府県でも活用可能なモデルとして整理していくことが求めら

れる。 
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３． 全国の都道府県の被災市町村支援の実態 

 

(1) アンケート調査概要 

市町村が自然災害で被災した場合、その市町村が属する都道府県による支援体制を把握するた

め、全国 47 都道府県を対象に２０２１年１０月に郵送によるアンケート調査を実施した。その結果、３

７都道府県から回答があり、回答率は７８．７％であった。なお、アンケートの設問は、事前に実施し

た４県の被災都道府県ヒアリングの結果を参考に作成した。 

 

(2) アンケート調査結果 

 

① リエゾン派遣制度の有無 

 

大規模な自然災害で、貴都道府県下の市町村が被災した場合、職員を、情報連絡員（いわゆるリ

エゾン、LO）として被災市町村に派遣する制度がありますか。当てはまるもの全てに○をお付け下

さい。 

 

回答のあった都道府県の全てで、何らかのリエゾン派遣の制度を持っていた。多いのは、「地方機

関からリエゾン派遣する制度がある」で約９割であり、「本庁からリエゾン派遣する制度がある」は 65％

であった。迅速に被災市町村の情報を把握するため、被災市町村に近い地方機関からの派遣を制

度化している都道府県が多いと考えられる。 

 

 

図 2 都道府県のリエゾン派遣制度の有無（n=37） 
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② リエゾンの職位 

 

【リエゾン派遣制度がある都道府県のみ対象】 

市町村に派遣される情報連絡員（リエゾン）は、どのような職位の方を指名していますか。当てはま

るもの全てに○をお付け下さい。 

 

リエゾン派遣制度を有する都道府県に対して、派遣するリエゾンの職員を質問したところ、地方機

関から派遣する場合、本庁から派遣する場合ともに、「一般職員」という比率が高く、課長級の派遣を

制度化している都道府県は１割程度、部長級以上はゼロであった。被災都道府県４県へのヒアリング

調査では、課長級以上の管理職の派遣が重要という知見が得られたが、管理職の派遣について

は、まだ対策が十分でないと考えられる。 

なお「その他」の回答も多いが、これには「職位ではなく、災害対応経験や研修受講状況などを考

慮して決めている」などの回答があり、リエゾン職員の選定では、職位以外の要素が重視されている

こともうかがわれた。 

 

 

図 3 リエゾンとして派遣する職員の職位 
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③ リエゾンの派遣の準備 

 

情報連絡員（リエゾン）派遣に関連し、どのような準備（計画、マニュアル、訓練等）をしています

か。当てはまるもの全てに○をお付け下さい。 

 

リエゾン派遣のため、どのような準備・対策をしているか質問したところ、「リエゾンの派遣計画があ

る」、「必要な資機材を準備している」、「リエゾン派遣予定者に研修を実施している」が約７割程度と

多かった。 

一方、「リエゾン派遣の訓練を実施している」は約４割、「リエゾン派遣予定者が派遣される予定の

市町村を事前訪問している」は約２割と数が少なかった。事前に実施した被災都道府県ヒアリングで

は、愛媛県が、西日本豪雨の後、新年度のたびにリエゾン派遣予定者が、派遣予定市町村を訪問

し、顔合わせをする仕組みを導入していることが分かったが、アンケート結果を見る限り、訓練や訪

問といった実働する対策については、取り組む都道府県がまだ少ないことが分かった。 

 

図 4 リエゾン派遣のための準備状況（n=37） 
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④ 首長への支援 

 

被災市町村の首長に対して、都道府県として、どのようなサポート体制の準備をしていますか。当

てはまるもの全てに○をお付け下さい。 

 

被災都道府県へのヒアリングで、都道府県から派遣されてきた職員の役割として、被災市町村の

首長に対する助言や支援が役立ったという意見があったため、都道府県として被災市町村の首長へ

の支援体制について、どのように考えているか質問した。その結果、「知事・県幹部職員と電話のホ

ットラインがある」が 51％、「知事・県幹部職員と TV 会議を行う予定がある」が 38％であり、遠隔での

支援を想定している都道府県が多かった。ヒアリングで評価が高かった「アドバイザーとして県幹部

職員を被災市町村に派遣する予定がある」を選択した都道府県は 24％に留まっていた。 

 

 

図 5 被災市町村の首長に対する、都道府県のサポート体制（n=37） 
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⑤ 幹部の派遣制度 

 

大規模な自然災害で、貴都道府県下の市町村が被災した場合、幹部職員（課長級以上）を、アド

バイザーやリエゾンとして被災市町村に派遣する予定がありますか。当てはまるもの一つだけに○

をお付け下さい。 

 

リエゾンという仕組み以外を含めて、都道府県として被災市町村に幹部職員を派遣する予定があ

るか尋ねたところ、派遣する制度がある都道府県が 24％、制度はないが派遣する予定（実績）がある

が 22％であった。41％の都道府県は、制度がなく、派遣するかどうか分からないと回答した。 

被災都道府県へのヒアリングから、都道府県の幹部職員を被災市町村に派遣することの重要性は

明らかであり、今後、幹部職員の派遣について全ての都道府県で検討を進めることが望ましいと考

えられる。 

 

図 6 都道府県の幹部を被災市町村に派遣する準備状況（n=37） 
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⑥ 都道府県職員のマンパワーとしての応援派遣 

 

大規模な自然災害で、貴都道府県下の市町村が被災した場合、都道府県職員を、災害対応業

務に従事するマンパワーとして被災市町村に派遣する予定がありますか。当てはまるもの一つだ

けに○をお付け下さい。 

 

愛媛県と熊本県のデータから、マンパワーとして都道府県職員を被災市町村に派遣することの効

果や重要性が示唆されたため、都道府県職員の派遣について質問した。その結果、派遣する制度

があるという回答が 73％を占め、32％では派遣予定者をリストアップしていると回答していた。この結

果を見る限り、都道府県職員を派遣する仕組みは整っているが、実際に被災した市町村からは、人

員面でのサポート不足を指摘する意見があり、今後は運用面を含め、さらに精査していく必要があ

る。 

 

 

図 7 都道府県職員のマンパワーとしての派遣への準備状況（n=37） 
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⑦ 都道府県内市町村間の相互応援の仕組み 

大規模な自然災害で、貴都道府県下の市町村が被災した場合、都道府県内の市町村間で、相

互に応援する仕組み（市長会・町村会の協定や県による調整制度等）がありますか。当てはまるも

の一つだけに○をお付け下さい。 

 

愛媛県と熊本県のデータから、県内市町村からの人的支援の効果や重要性も示唆されたため、

都道府県内市町村の相互応援制度の状況について質問した。その結果、相互応援の仕組みがな

いとする都道府県は１県のみであり、ほとんどの都道府県で、市町村間の相互応援の仕組みがある

という結果になった。この結果についても、被災都道府県ヒアリングでは、被災直後の運用が難しか

ったという意見があり、今後は運用面を含め、さらに精査していく必要がある。 

 

 

図 8 都道府県内市町村間の相互応援の仕組みの有無（n=37） 
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４． 水害被災市町村が都道府県から受けた支援実態 

 

(1) アンケート調査概要 

市町村が水害で被災した場合、都道府県からどのような人的支援があったのか、またその支援の

有効性や都道府県への期待等を把握するため、平成 30 年 7 月豪雨、令和元年房総半島台風、令

和元年東日本台風、令和 2年 7月豪雨で被災し、総務省スキームで延べ 300名以上の人的支援を

受けた３１の市町村を対象として、２０２１年１０月に郵送によるアンケート調査を実施した。その結果、

１７市町村から回答があり、回答率は５４．９％であった。 

 

表 5 アンケート対象の水害と市町村 

対象水害 対象市町村 

平成30年(2018年)7月豪雨（西日本豪

雨） 

岡山県：岡山市・倉敷市・総社市・高梁市 

広島県：呉市・三原市・府中市・東広島市・海田町・熊

野町・坂町 

愛媛県：宇和島市・大洲市・西予市 

令和元年（2019年）房総半島台風（台

風15号） 

千葉県：館山市・君津市・南房総市・鋸南町 

令和元年（2019年）東日本台風（台風

19号） 

宮城県：角田市・丸森町 

福島県：郡山市・いわき市・須賀川市・本宮市 

栃木県：栃木市・佐野市 

長野県：長野市 

令和2年（2020年）7月豪雨 熊本県：八代市・人吉市・芦北町・球磨村 
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(2) アンケート調査結果 

 

① 都道府県からのリエゾン等の派遣状況 

 

対象水害時、貴市町村が属する県から、情報連絡員（リエゾン）や災害対応のアドバイザー等の職

員派遣がありましたか。当てはまるもの全てに○をお付け下さい。 

 

約９割の市町村では、都道府県から「情報連絡員（リエゾン）が派遣された」と回答されているが、

12%では「情報連絡員やアドバイザー等は派遣されなかった」と回答されている。都道府県へのアン

ケートでは、全てでリエゾン制度が出来ていることになっているため、リエゾン派遣制度があっても有

効に実施されなかったか、これらの水害後に都道府県のリエゾン派遣制度の整備が進んだか、両方

の可能性が考えられる。 

 

 

図 9 対象水害時における都道府県からのリエゾン等派遣の状況（n=17） 
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② 都道府県からのリエゾン等派遣で良かった点 

 

【情報連絡員やアドバイザー等が派遣された市町村のみ対象】  

県からの情報連絡員やアドバイザー等の派遣で、良かった点・有効だった点についてお教え下さ

い。当てはまるもの全てに○をお付け下さい。 

 

都道府県からのリエゾンやアドバイザー等の派遣で良かった点としては、「派遣時期が早かった」、

「県の各部局との情報連絡や調整をしてくれた」が約半数と多く、これに「市町村の状況を的確に把

握し、県に伝えてくれた」、「災害対応について適切なアドバイスや情報連絡があった」が 4割で続い

ている。派遣の迅速性や、県との情報のパイプ役としての評価は高いが、それでも回答市町村の半

数程度に留まっている。 

また都道府県のヒアリング調査では、県から派遣された幹部職員が市町村長と直接やり取りをする

重要性が指摘されたが、市町村アンケートの結果では「市町村長の相談役・助言役となってくれた」

は 13％であり多くない。県からの派遣職員が、単なるパイプ役から、助言や調整まで実施できるよう

になることが望まれる。 

 

 

図 10 都道府県からのリエゾン等派遣で良かった点（n=15） 
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をしてくれた
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③ 都道府県からのリエゾン等派遣の課題・改善点 

 

【情報連絡員やアドバイザー等が派遣された市町村のみ対象】  

県からの情報連絡員やアドバイザー等の派遣について、課題や改善すべき点があればお教えくだ

さい。当てはまるもの全てに○をお付け下さい。 

 

都道府県から派遣されたリエゾンやアドバイザー等の問題点としては、「県の各部局との情報連絡

や調整が不十分だった」が最も多く約半数の市町村が挙げている。さらに、「自らの役割・業務につ

いて十分に理解していなかった」を 3割の市町村が挙げており、派遣する県職員の教育等が不十分

であったことがうかがわれる。一方、「市町村長への助言・相談が不十分だった」を挙げた市町村は

ゼロであり、市町村側は、派遣職員が市町村長の相談役となることを、そもそも期待していなかった

可能性が考えられる。 

 

 

図 11 都道府県からのリエゾン等派遣の課題・改善点（n=15） 
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④ 都道府県からのリエゾン等派遣の有効性 

県からの情報連絡員やアドバイザー等の派遣は、貴市町村の災害対応において役立ちましたか。

当てはまるもの一つに○をお付け下さい。 

 

都道府県からの派遣者が役立ったかどうかの評価については、「大いに役立った」が 33％、「やや

役立った」が 40％で、計 7 割を占めた。一方、「あまり役立たなかった」、「全く役立たなかった」の合

計も 20％（3市町村）あり、都道府県の派遣の内容や水準にはばらつきがあることがうかがわれる。 

 

 

図 12 都道府県からのリエゾン等派遣の有効性（n=15） 

 

⑤ 県職員の応援派遣 

対象水害で、災害対応業務に従事するマンパワーとして、県職員の派遣がありましたか。1 から 3

で、当てはまるもの一つに○をお付け下さい。 

 

情報連絡員ではなく、実際の災害対応業務を支援するマンパワーとして、県職員が派遣されたか

どうか尋ねたところ、約 2/3 の市町村では派遣され、約 1/3 の市町村では派遣されていなかった。今

回のアンケート調査の対象が、総務省スキームで延べ 300 名以上の応援人員を受け入れた市町村

であることを踏まえると、マンパワーとしての県職員が派遣されていないことは問題であろう。また、都

道府県アンケート調査の結果では、9 割以上が県職員のマンパワーとしての派遣を想定しており、運

用面で課題があったのか、水害被災後に県職員の派遣準備が進んだのか、両方の可能性が考えら

れる。 

 

 

図 13 マンパワーとしての都道府県職員の派遣状況（n=17） 
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マンパワーとして県職員が派遣された

マンパワーとして県職員が派遣されなかった
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⑥ 県内他市町村からの応援派遣 

対象水害で、災害対応業務に従事するマンパワーとして、県内の他市町村から職員派遣がありまし

たか。1から 3で、当てはまるもの一つに○をお付け下さい。 

 

県内市町村から、実際の災害対応業務を支援するマンパワーとして職員が派遣されたかどうか尋

ねたところ、76％の市町村で派遣されていた。これまでの調査での被災市町村職員の意見としても、

県内市町村からの応援職員は、派遣時期が早いこと、県職員と異なり市町村の業務に精通している

こと、が評価されていた。受援計画等では、近年、一般的になった総務省スキームでの応援職員受

入を前提としていることが多いが、県内の市町村からの派遣職員受け入れについても考慮しておく

必要がある。 

 

 

図 14 マンパワーとしての県内他市町村からの派遣状況（n=17） 
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⑦ 都道府県への期待 

災害対応や応援受入に関して、県にどのような役割を期待しますか。A～G の項目ごとに、当てはま

るもの一つに○をお付け下さい。 

 

災害対応や応援受入に関して都道府県に期待する役割を、「とても期待する」～「全く期待しな

い」まで五段階で質問し、「とても期待する」と「やや期待する」を合わせた比率を、グラフに示した。

その結果、「国や県外自治体からの応援の調整」、「県内市町村からの応援の調整」という、外部応

援の受入における調整面での期待が非常に高かった。一方、「マンパワーとしての県職員の派遣」

については、「とても期待する」は 41％にとどまっており、やはり同じ市町村職員による応援の方が、

被災市町村には受け入れやすいものと考えられる。 

また、「災害対応のノウハウ・知識面での助言」や「市町村長への助言・サポート」についても、「と

ても期待する」という比率はあまり高くなかった。先行的に実施した 4県へのヒアリング調査では、これ

らのノウハウ支援についても県の果たせる役割が大きいという意見が聞かれたが、被災市町村側とし

ては、あまり大きな期待はしていないことになり、この相違については、さらなる検討が必要であろう。 

 

 

図 15 災害対応や応援受入に関して都道府県に対する期待（n=17） 
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５． 被災市町村支援モデルの検討 

 

(1) シームレスな支援スキームの必要性 

都道府県による被災市町村支援モデルのキーワードとして、「シームレスな支援」という概念を提

案する。 

これは、1 つには時間帯をシームレスにつなぐという意味がある。被災の当日・翌日に県内市町村

職員、県職員の派遣による支援を行い、数日後からスタートする総務省スキームや NPO による支

援、さらに中長期派遣による復旧・復興支援、応援職員の撤退後まで、業務の空白時期が生じない

よう、時間的に途切れない支援を目指すことである。 

さらに、もう一つの目的として、被災市町村と多様な応援組織とが同じ状況認識を持ち、縦割りに

ならず、組織間の継ぎ目がないように密接に連携した取り組みを目指すことがある。 

これらを実現するためのキーとなるのが都道府県であろう。市町村アンケートの結果からも、県内

市町村や国、県外自治体からの支援などの全体調整において都道府県に対する期待が大きい。都

道府県の人的リソースを用いた支援という役割と、都道府県が外部の応援調整を行う役割との 2 つ

が求められている。 

 

図 16 都道府県が主導するシームレスな被災市町村支援スキームの全体像 

 

(2) 都道府県職員の派遣・支援モデル 

① 複層的なリエゾン派遣 

リエゾン派遣は、迅速性重視の情報収集を行う地方機関からの一般職員派遣と、意思決定・調

整・首長サポートを行う本庁からの幹部職員（課長級以上）と一般職員をセットにしたチーム派遣の

二つの派遣体制を整える。 

 

② リエゾン候補者の事前のリストアップ 

両者とも、宛職ではなく、被災地域や被災自治体、災害対応に詳しい職員を候補者として、事前

にリストアップしておくことが望ましい。特に幹部職員の派遣については、人選や派遣方法につい

て、危機管理課・人事課・市町村課等の関係部署で、事前に十分に協議しておくことが必要である。 
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③ マンパワーとしての県職員の応援派遣 

避難所運営や罹災証明発行、受付窓口、物資管理等の、多くの人員を必要とする被災市町村の

災害対応業務については、あらかじめ派遣候補者となる県職員をリストアップし、被災時には速やか

に被災市町村に派遣する。派遣において必要となる物資、設備、チーム編成、派遣期間等について

は、あらかじめ計画・マニュアルに定めるとともに、市町村の受援計画において受入方法を定めてお

くよう要請する。 

 

④ 被災市町村長へのサポート 

市町村の災害対応において、首長の災害対応への意識や知識の有無は、大きなポイントとなる。

首長の災害対応への意識が低い場合、被災市町村の職員が、首長に直接意見することが難しい場

合があるので、県から派遣された幹部職員は、積極的に被災市町村の首長に助言やサポートを行

う。 

必要に応じて、本庁の知事や県幹部職員と被災市町村の首長とが、直接コミュニケーションをとれ

るように、電話や携帯電話のホットラインやテレビ会議システムの活用の準備が求められる。 

 

(3) 都道府県による応援総合調整システム 

① 被災市町村の被災状況・ニーズ情報の集約 

被災市町村の防災部局に対して、都道府県の様々な部局から、同じような問い合わせが続く事例

がみられ、被災市町村の業務の妨げとなる場合がある。特に被災が大きく、特別な支援が必要な市

町村については、県庁内にその市町村向けの特別な担当チーム・窓口を設け、被害や支援ニー

ズ、支援状況等の情報の流れを集約し、円滑で効果的な支援につなげることが求められる。 

 

② 外部応援の紹介・調整 

防災担当職員が少ない市町村では、国や都道府県、NPO、専門機関からの応援の仕組みにつ

いて、知識が不足していることが珍しくない。平成 30 年 7 月豪雨の際、愛媛県西予市では、県から

の助言に従い総務省スキームによる支援や DMATの受入を決めた。 

そこで、被災市町村に対して、必要と考えられる外部応援について説明し、その受入を促す都道

府県による応援総合調整窓口の設置が求められる。 

 

③ 都道府県も関与した都道府県内の市町村相互支援システム 

被災市町村に対して、最も早く応援人員を派遣可能なのは、被害の軽微な周辺市町村である。都

道府県内の市町村の相互応援協定等を、市町村だけでなく、最終的には県が調整可能な形で参画

して締結する。また、締結した協定が実効性を保てるよう、定期的に訓練・研修を行う。 

 

(4) リエゾン・アクションカードによるアセスメントシステム 

地方機関からの一般職員リエゾンの派遣については、被災市町村が多数発生した場合には、災

害対応の知識が十分でない者を派遣せざるを得ない場合がある。このような場合に備えて、リエゾン

派遣の要綱やマニュアルが作成されている例がみられるが、内容が具体的・簡潔でない場合が多

く、実災害での利用が困難と考えられる。 
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近年、危機の際にとるべき行動を１枚のカードにまとめたアクションカードを、災害対策本部開設

や避難所開設のため作成する例がみられる 7)。リエゾン派遣においても、派遣されるリエゾン側と、

受け入れる被災市町村側が、共通する項目について、互いのとるべき行動が記載されたアクション

カードを持つことで、円滑な対応が可能になると考えられる。 

リエゾンにとって、特に難しいのは、被災自治体の状況の評価（アセスメント）である。総務省が作

成した「市町村行政機能チェックリスト」（図 17）では、「トップマネジメントが機能しているか」（５項

目）、「業務実施体制（人的体制）は整っているか」（３項目）、「業務実施環境（物的環境）は整ってい

るか」（４項目）をあげている。これらとの互換性にも配慮しながら、確認方法や手順を示した分かりや

すいアクションカードを活用することが求められる。アクションカードして定める事項例を表 6に示す。 

また本調査とは直接の関係はないが、参考として、調査担当者（紅谷）が作成してきた被災市町村

の災害対策本部のアセスメントシート（チェックリスト）も表 7として掲載する。これらもリエゾンや派遣さ

れた幹部職員が、被災市町村の災害対策本部が機能しているかどうか評価する際に、参考になると

考えられる。 

今後、これらの成果を元に、リエゾン・アクションカードの実現化に向けて、研究を進めていく予定

である。 
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図 17 参考：総務省「市町村行政機能チェックリスト」8) 
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表 6 リエゾン・アクションカードの記載項目例) 

事前準備カ

ード 

□携行品一覧（通信設備、公用車、パソコン、ビブス、腕章、ヘルメット、地図、資

料、等） 

□地図、アクセスルート、交通機関 

□訪問先・市町村担当者連絡先一覧      □県庁連絡先一覧 

行政機能確

認カード 

□市町村庁舎・支所、設備、データ、職員の被災状況 

□市町村庁舎所在地のライフラインの停止状況 

□通信機器の状況     □二次被害の可能性 

□市町村長、幹部職員、職員の安否・参集状況 

□職員の飲料水、食料、トイレ等の確保状況 

災害対策本

部機能確認

カード 

□本部事務局員の従事状況 

□本部会議の開催状況（開催回数、開催頻度、等） 

□本部の空間、諸室の確保状況 

□業務に必要な設備・備品、電気、パソコン、文房具等の確保状況 

応援確保の

要請状況 

□公的機関への応援要請の状況（国、都道府県、自衛隊、緊急消防援助隊、警

察災害派遣隊、協定先自治体、等） 

□地域の連携機関への要請の状況（交通機関、工務店、消防団、自主防災組織、

協定先企業、等） 

□応援組織の受入準備状況（受援担当、受入スペース、依頼内容、等） 

初動業務の

実施状況 

□負傷者の救出・救助          □避難指示等の発表 

□避難所開設状況            □孤立集落発生状況 

□必要物資の確保・輸送の依頼    □ご遺体の安置手続き   等 

支援ニーズ

の状況 

□県職員派遣ニーズ         □県内市町村職員派遣ニーズ 

□総務省スキーム派遣ニーズ   □テックフォース派遣ニーズ 

□医療支援ニーズ（DMAT）     □福祉支援ニーズ（保健師、DWAT） 

□避難所運営支援ニーズ      □罹災証明調査・発行業務ニーズ 

□応急危険度判定支援ニーズ   等 
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表 7 被災市町村の災害対策本部アセスメントシート（運営状況チェックリスト） 

空間・設備 ■市町村の災害対策本部の拠点（施設）は機能しているか 

■災害対応は十分に広いスペースで実施されているか 

■応援人員が利用するための会議室等が確保されているか 

■庁舎が被災した場合、代替拠点で業務ができているか 

■災害対応に必要な物資（ブルーシート、高圧洗浄機、ボランティア用道具）、食料、非

常用トイレ、人員、燃料、要配慮者向け物資（オムツ、アレルギー食、）等で不足がない

か。 

災害対策本

部会議 

■災害対策本部会議がしっかりと（１日１回以上、１回１時間程度）開催されているか。 

■本部会議では、現在の課題の共有がなされ、翌日以降の業務の方針が決定されて

いるか 

■本部会議には、ボランティアや NPO、応援県、国関係者も参加しているか 

■本部会議での決定事項が記録され、議事録や進行表として整理し、庁内全部局と応

援組織に提供されているか 

トップ・マネ

ジメント 

■市長や防災監、幹部職員は、その時点での被災市町村の被害や対応課題、対応業

務の進捗状況を把握できているか 

■記者会見やプレスリリースで、被災者やメディアに情報発信ができているか 

■国幹部や都道府県首長・幹部、市町村首長・幹部のホットラインはできているか 

 （定期的に、本音での意見交換ができているか） 

■災害対応で分からない点（民間委託の方法、災害救助法の基準等）はないか。 

■災害マネジメント総括支援チームや都道府県からの幹部職員は派遣されているか 

■国・県による相談・支援の体制はできているか 

庁内組織 ■「被災者支援本部」や「復興本部」は、防災部局とは別組織として設立されているか 

■庁内の繁忙部局に対して、他部局から応援職員が派遣されているか 

■応援職員は、日替わりでなく、１週間以上の期間単位で派遣されているか 

■被災市町村職員のローテーション体制が組まれ、24時間以上連続勤務の職員はい

ないか 

■業務継続計画で定められた非常時優先業務に着手できているか 

応援受入 ■躊躇のない応援要請がされているか 

■県から被災市町村へのリエゾンは到着しているか 

■総務省スキームでの応援要請はされているか 

■応援受入の窓口となる部局・担当者は決まっているか 

■応援職員が利用する部屋は、割り振っているか 

■被災自治体の各部局に対して、応援職員の受入について連絡しているか 

■NPO との連携体制はできているか。 

■応援自治体どうしの会議・調整組織の設置をお願いしているか 

（応援自治体の幹事自治体を決めているか） 

■応援自治体と、定期的な情報交換会は開催しているか 

 （必要であれば、避難所運営、救助、医療、保健等のテーマ別でも実施） 

■民間委託や臨時雇用者の活用は進められているか 
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６． おわりに 

 

 

(1) 結論 

 本研究の成果として、近年の水害における都道府県による被災市町村支援の実態と教訓を明らかに

したこと、その知見をもとに都道府県に求められる被災市町村支援のシームレスな応援モデルを示した

ことが挙げられる。本応援モデルは、特に災害対応経験のない都道府県において、水害時に被災市

町村を適切に支援することを可能にする効果が、さらに被災市町村があらかじめ受援計画で、これらの

応援受入準備を進めることで、複雑で時間的制約がある水害対応を円滑に進める効果が期待できる。 

 

(2) 残された研究課題 

提案した応援モデルについては、実際の訓練、研修でその有効性や課題を検証することが求めら

れるが、2019 年 12 月からの世界的な新型コロナウイルス感染症の流行により、自治体はコロナ対応に

追われ、災害対応訓練・研修での検証が十分に実施できていない。今後、コロナ禍の収束に合わせ

て、自治体の訓練にこのモデルを用いて検証を行いながら、リエゾン・アクションカードの開発を行い、

実用に耐えうるものとして公開していきたい。 
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